
入札説明書 
 

１ 入札件名 

  横浜市立市民病院管理部総務課給与・労務業務及び経営企画部経営企画課経理業務等に係

る労働者派遣業務 

 

２ 仕様等 

別紙のとおり 

 

３ 入札日時及び場所 

平成 29 年 3 月 1 日（水）午後１時３０分  横浜市立市民病院 管理棟１階会議室 

 

４ 発注部署 

  横浜市立市民病院管理部総務課及び経営企画部経営企画課 

 

５ 現場説明の日時・場所 

  行わない 

 

６ 入札書の記載 

(1) 入札書には、消費税法第９条第１項規定の免税事業者であるか課税事業者であるかを問 

わず、見積った契約希望価格の 108 分の 100 に相当する金額を記載すること。 

     なお、落札者決定にあたっては入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 8 に相当す

る額を加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額）をもって落札価格とする。 

(2) その他、横浜市医療局病院経営本部契約規程の定めるところによる。 

 

７ 開札 

  開札は入札参加者が出席して行います。入札参加者が立ち会わないときは、当該入札事務

に関係のない本市職員を立ち会わせて行います。 

 

８ 落札者の決定 

(1) 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札したものを落札者とします。 

(2) 落札となるべき同価格で、かつ入札したものが２人以上あるときは、くじにより落札者を

決定します。 

９ 再度入札 

  １回目の入札において予定価格以下の入札がなかった場合は直ちに再度入札を行います。 

  なお、再度入札の回数は１回とします。 

また、再度入札によっても落札者がない場合には、最低額で応札した者と交渉し、契約の

相手方とします。 

 

10 入札保証金及び契約保証金 

  免除します 

 



11 履行期間 

  平成 29 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日まで 

 

12 問い合わせ先 

  〒240-8555 横浜市保土ケ谷区岡沢町 56 番地 

  横浜市立市民病院  

 （給与・労務業務） 

  管理部総務課職員係 藤田 

 （経理業務等） 

経営企画部経営企画課経営企画係 小河内 

TEL 045(331)1961 

  FAX 045(332)5599 

※FAX を送信する場合は必ず、併せて TEL をお願いします。 



　平成29年度　病院事業会計　　収益的支出　第１款 １項 ３目 経費　１７節　委託料

種　目　番　号

委託担当

＜給与・労務業務＞

- 横浜市立市民病院総務課職員係  担当者名　藤田

TEL 331-1817

＜経理業務等＞

横浜市立市民病院経営企画課経営企画係  担当者名　小河内

TEL 331-1094

設　　　計　　　書

　 １　契　約　件　名

　 ２　履　行　場　所 横浜市立市民病院総務課職員係及び経営企画課

　 ３　履行期間(期限) 平成29年４月１日から平成30年３月31日まで

　 ４　か　し　担　保 　□　設計関係図書又は仕様書記載のとおり　・　■　不要

　 ５　その他特約事項

　 ６　現　場　説　明 　■　不要

　□　要　（　　月　　日　　時　　分　　場所　　　　　　　　　）

　 ７　契　約　概　要 横浜市立市民病院総務課給与・労務業務及び経営企画課経理業務等

に係る労働者派遣を依頼するもの

受付番号 連絡先

労働者派遣法、労働基準法、労働者災害補償保険法、労働保険の保険料
の徴収に関する法律、労働安全衛生法、個人情報取扱特記事項、電子計算
機処理等の契約に関する情報取扱特記事項

横浜市立市民病院総務課給与・労務業務及び経営企画課経理業務等に係る労
働者派遣業務



８　部分払

■ 　す　　る（12回以内）

□ 　し な い

部 分 払 い の 基 準

日 時 間

４～３月 ( 488 ) ( 3,660 )

４～３月 ( 50 )

４～３月 ( 50 )

４～３月 ( 488 ) ( 3,660 )

４～３月 ( 50 )

４～３月 ( 50 )

※単価及び金額は消費税及び地方消費税相当額を含まない金額

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　）で囲む。

派 遣 代 金 額

内訳 業 務 価 格

消 費 税 及 び

業 務 内 容
履 行
予定月

数 量
時給単価

金 額

（ 概 算 金 額 ）

地方消費税相当額

　派遣労働者<給与・労務業務>

　派遣労働者<給与・労務業務※超過
勤務：法定労働時間内>

　派遣労働者<経理業務等>

　派遣労働者<経理業務等※超過勤
務：法定労働時間内>

　派遣労働者<経理業務等※超過勤
務：法定労働時間外25%割増>

　派遣労働者<給与・労務業務※超過
勤務：法定労働時間外25%割増>



　内  　訳　 書

（単位：円）

名 称
形 状
寸法等

単位 摘 要

(488) 日

(7.50) 時間

( 50 ) 時間

( 50 ) 時間

(488)

(7.50) 時間

( 50 ) 時間

( 50 ) 時間

派 遣 代 金

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　）で囲む。

数 量 時給単価 金　額(円)

　派遣労働者
<給与・労務
※超過勤務：法定労働時
間内>

　派遣労働者
<経理業務等
※超過勤務：法定労働時
間外25%割増>

　　消費税　及び
地方消費税相当額

　派遣労働者
<給与・労務
※超過勤務：法定労働時
間外25%割増>

合計

　派遣労働者
<経理業務等>

　派遣労働者
<給与・労務業務>

　派遣労働者
<経理業務等
※超過勤務：法定労時間
内>



 

横浜市立市民病院管理部総務課 給与・労務業務 労働者派遣仕様書 
 

１ 目 的 

本業務は、派遣先事業主（横浜市立市民病院  (以下「甲」という。)） が派遣元事業主（（以下

「乙」という。） に市民病院管理部総務課給与・労務業務について、労働者派遣を依頼するもので

ある。 

 

２ 法の遵守 

甲及び乙は派遣契約に基づく派遣就業に関し、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派

遣労働者の保護等に関する法律（以下「労働者派遣法」という。）」及び労働基準法等その他関

係法令の規定を遵守するものとする。 

 

３ 派遣業務概要 

  別表１のとおり 

 

４ 派遣期間 

平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

 

５ 派遣就業場所 

横浜市立市民病院総務課職員係 (横浜市保土ケ谷区岡沢町56番地) 

 

６ 派遣人員と就業日及び就業時間、休憩時間 

派遣人員 ２名 

就業日 月曜日から金曜日（祝日及び12月29日から１月３日までの日を除く） 

就業時間  ８：３０～１７：００（休憩時間 １２：００～１３：００） 

 

７ 時間外労働 

甲及び乙が定めた所定時間を超える超過勤務時間については25％割り増しとする。 

ただし、労働基準法に定める一日８時間又は１週40時間の法定労働時間を超えない場合は、

割り増しの対象としない。 

 

８ 交通費 

派遣就業場所への通勤に要する交通費はすべて乙が負担する。 

 

９ 派遣労働者の要件 

派遣労働者は次の要件を満たす者であること。 

(1)  計算ミス、入力ミス等が即誤支給に直結するため、事務処理に正確性があること。 

(2)  作業工程が多岐・複雑であるため、様々な作業フローを吸収し、作業手順を自分で組み立

てられること。 

(3)  多種多様な勤務形態を理解し、出勤簿、超勤命令簿から勤務実績データを数値化できる

だけの論理的思考力があること。 

(4)  エクセルへの数値入力、人給システムへの数値入力を行うため、パソコンの操作が苦でない

こと。 

(5)  全体の業務量を把握し、会計上の期限から逆算してその日の到達目標を管理できること。 

(6)  進ちょく状況の報告、作業不明な点についての相談など、職員との良好なコミュニケーショ

ンが取れること。 



 
 （7） ビジネスマナーに配慮した電話対応、窓口対応が可能であること。 

（8） マイクロソフト Ｗｏｒｄ及びＥｘｃｅｌの操作を行った経験を有し、かつその操作を熟知しているこ

と。 

 

10 休暇 

休暇の取得に際しては総務課担当職員に事前の通知を要する。 

 

11 派遣労働者名簿の提出 

労働者の派遣にあたって、乙は就業開始日の７日前までに派遣労働者を決定し、派遣労働者

の名簿を提出すること 

 

12 個人情報の保護 

乙は派遣労働者が業務を履行するうえで取り扱う個人情報の保護について、個人情報を適正

に取り扱うよう指導監督するとともに、横浜市個人情報の保護に関する条例に基づく「個人情報

取扱特記事項」に基づき、研修を実施し、個人情報保護に関する誓約書(様式1)及び研修実施

報告書(様式2)を業務の開始前までに横浜市病院事業管理者に提出すること。 

なお、派遣労働者が上記条例に違反することによって、甲が損害を受けた場合、乙がその損

害を補償しなければならない。 

 

13 社会保険等への適切な加入 

乙は、労働・社会保険に加入する必要がある派遣労働者については、加入手続きを適切に行

い、被保険者となったことの確認に関する事項等を甲に通知すること。 

 

14 指揮命令者 

(1) 甲は、派遣労働者を直接指揮命令して自己の業務のために使用し、本仕様書に定める就

業条件を守って対象業務に従事させるものとし、その指揮命令者を職員係長とする。 

(2) 指揮命令者は、対象業務の処理について本仕様書に定める事項を守って、派遣労働者を

指揮命令し、対象外の業務に従事せしめないよう留意し、派遣労働者が安全、正確かつ適切

に対象業務を処理できるよう、対象業務の方法、その他必要な事項を派遣労働者に周知・指

導する。 

(3) 指揮命令者は、前項に定めた以外においても、職場維持、規律の維持のために必要な事

項を派遣労働者に指示することができる。 

(4) 甲は、指揮命令者が派遣労働者に対して行う指揮命令等により生じた事項について責任を

負う。 

 

15 派遣先責任者・派遣元責任者 

(1) 甲は、派遣先責任者を選任し、指揮命令者に本仕様書に定める事項を厳守させる等、適正

な派遣就業を図ることとする。乙は派遣先責任者の所属部署・役職・氏名等を派遣労働者に

通知する。 

(2) 乙は、その雇用する労働者(派遣事業者が法人の場合には役員を含む。) の中から、派遣

元責任者を選任し、適正な派遣就業のための措置を行うとともに、その所属部署、役職及び氏

名を派遣労働者に通知する。 

(3) 甲及び乙は、それぞれ派遣先責任者及び派遣元責任者に、派遣労働者から申し出を受け

た苦情処理、甲乙間の連絡調整その他労働者派遣法第36条及び第41条の規定する事項を

行わせる。 

 

 



 
16 適正な就業の確保 

(1) 乙は、派遣労働者に対し、当該指揮命令者を通知するとともに、指揮命令等に従って職場

秩序・規律を守り、適正に対象業務に従事するよう派遣労働者との雇用契約で明示するともに、

指導教育をする。 

(2) 乙は、派遣労働者が基本的人権について、正しい認識を持って業務を遂行できるよう人権

啓発に係る研修を行うものとする。 

(3) 甲は、セクシャルハラスメントの防止等、適切な就業環境の維持に努めなければならない。 

 

17 安全及び衛生に関する事項 

甲は、労働安全衛生法の趣旨に沿って快適な作業環境の保持に努めるものとする。 

乙は、派遣労働者の健康管理に務め、次の健康診断及び検診等を行うこと。 
 

項目 実施時期 対象者 甲への報告 
健康診断 採 用 時 及

び年１回 
従事者全員 乙は胸部 X 線撮影結果の所見の

有無（所見有の場合はその内容）

について、甲へ報告 

また、感染症の恐れがあるなど、病院における勤務に支障があることが判明した時は、直

ちに甲へ報告するとともに必要な措置を講じること。 
 

18 苦情処理等 

(1) 甲が派遣労働者から派遣就業に関して苦情の申し出を受けた場合には、派遣先責任者は、

ただちに当該苦情を適切かつ迅速に処理するものとし、乙及び派遣元責任者はこれに協力

する。 

(2) 乙が派遣労働者から派遣就業に関して苦情の申し出を受けた場合には、(1)の規定を準用

する。 

(3) (1)、(2) の規定による派遣労働者からの苦情について、本人あてに回答又は通知をするとき

は、必ず苦情の申し出を受けた者が責任をもって行うものとし、甲及び乙は、苦情を申し出たこ

とを理由として当該派遣労働者に不利益な取り扱いをしてはならない。 

 

19  労働者派遣契約の解除に当たって講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るための措置 

(1)甲は、専ら甲に起因する事由により、労働者派遣契約の契約期間が満了する前の解除を行

おうとする場合には、乙の合意を得ることはもとより、あらかじめ相当の猶予期間をもっ

て乙に解除の申入れを行うこととする。 

(2)乙及び甲は、労働者派遣契約の契約期間が満了する前に派遣労働者の責に帰すべき事由に

よらない労働者派遣契約の解除を行った場合には、当該労働者派遣契約に係る派遣労働者

の新たな就業機会の確保を図ることとする。 

(3)甲は、甲の責に帰すべき事由により労働者派遣契約の契約期間が満了する前に労働者派遣

契約の解除を行おうとする場合には、派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとし、

これができないときには、少なくとも当該労働者派遣契約の解除に伴い乙が当該労働者派

遣に係る派遣労者を休業させること等を余儀なくされたことにより生じた損害の賠償を行

わなければならないこととする。例えば、乙が当該派遣労働者を休業させる場合は休業手

当に相当する額以上の額について、乙がやむを得ない事由により当該派遣労働者を解雇す

る場合は、甲による解除の申入れが相当の猶予期間をもって行われなかったことにより乙

が解雇の予告をしないときは30日分以上、当該予告をした日から解雇の日までの期間が30

日に満たないときは当該解雇の日の30日前の日から当該予告の日までの日数分以上の賃金

に相当する額以上の額について、損害の賠償を行わなければならないこととする。その他

甲は乙と十分に協議した上で適切な善後処理方策を講ずることとする。また、乙及び甲の



 
双方の責に帰すべき事由がある場合には、乙及び甲のそれぞれの責に帰すべき部分の割合

についても十分に考慮することとする。 

(4)甲は、労働者派遣契約の契約期間が満了する前に労働者派遣契約の解除を行おうとする場

合であって、乙から請求があったときは、労働者派遣契約の解除を行った理由を乙に対し

明らかにすることとする。 

 

20 派遣労働者の変更等 

（１） 甲は、以下のいずれかの事情が発生した場合は、その理由を示して、派遣労働者の変更を

求めることができるものとする。 

ア 業務処理に必要な要件を著しく欠いているとき。 

イ 指揮命令に従わないとき。 

ウ 正当な理由なく作業を著しく遅延し、または作業に着手しないとき。 

エ 作業状況が著しく誠意を欠くと認められるとき。 

  (2) 乙は、前項の求めがあったときは、速やかに当該派遣労働者を変更しなければならない。 

（3） 乙及び派遣労働者の都合により派遣労働者を変更する場合には、乙は原則３０日前までに

甲に通知するとともに、確実な事務引継を行い、以降の業務に支障が生じないよう措置を講じ

ること。 

なお、この場合の経費負担は、乙が負うものとする。 

  （4） 乙は、派遣期間内において派遣労働者の変更が発生した場合、速やかにその変更理由を

文書にて甲に提出・報告すること。 

なお、その事由が乙の責による場合は、その原因究明に努め、再発防止対策を図るものと

する。 

（5） 甲は、その文書の内容について精査し、本仕様書に記載された業務を乙が円滑に遂行で

きないと判断した場合、契約の全部又は一部を解除することができる。 

 

21 代替派遣労働者の派遣 

派遣労働者が、欠勤、年次有給休暇、遅刻、早退により、本仕様書で定める当該派遣労働者

の就業日又は就業時間に就業しない場合、乙は原則として業務の運営上必要な代替労働者を

派遣するものとする。 

 

22 勤務管理 

派遣先責任者は、派遣労働者の出勤簿等を備え付け、就業日ごとに就業状況を把握しなけれ

ばならない。 

 

23 管理台帳の作成 

(1) 甲は、労働者派遣法第42条に規定する派遣先管理台帳を作成しなければならない。 

(2) 乙は、労働者派遣法第37条に規定する派遣元管理台帳を作成しなければならない。 

 

24 損害賠償 

(1) 乙は、対象業務の実施に関し、自己又は派遣労働者の故意又は過失により、甲又は第三者

に対して損害を与えた場合は、ただちに甲に報告するとともに、甲又は第三者に対し、その損

害を賠償しなければならない。ただし、天災その他自己の責めに帰することのできない事由に

より生じた損害についてはこの限りではない。 

(2) (1) に規定する損害のうち、第三者に対する損害の発生に際し、甲にも過失が認められる場

合においては、甲乙共同してその損害を賠償するものとし、その賠償に要する経費負担は、甲

乙協議してこれを定めるものとする。 

 



 
25 業務上災害等 

(1) 乙は、派遣就業に伴う派遣労働者の業務上災害及び通勤災害については、労働基準法

（昭和22年法律第49号） 第8章で定める使用者の責任並びに労働者災害補償保険法（昭和

22年法律第50号）及び労働保険の保険料の徴収に関する法律(昭和44年法律第84号) で定

める事業主の責任を負う 。 

(2) 甲は、乙の行う(1)の手続きについて、必要な協力をしなければならない。 

(3)  (1)、(2) に定める他法令に特段の定めがある場合には、これに従うものとする。 

 

26 派遣労働者の個人情報及び個人の秘密の保護 

(1) 乙が、甲に提供できる派遣労働者の個人情報は、当該派遣労働者の氏名、その他労働派

遣法第35条に規定する事項及び業務遂行能力に関する情報に限るものとする。 

(2) 甲及び乙は、正当な事由なく、業務上知り得た派遣労働者の個人情報及び個人の秘密を

他人に漏らしてはならない。 

 

27 機密保持 

(1) 乙は、派遣労働者を通じて知り得た甲の機密事項を、派遣期間中はもちろんのこと派遣終

了後においても他人に漏らし又は他の目的に利用してはならない。（個人情報取扱特記事項

及び電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項を順守） 

(2) 乙は、派遣労働者に対し、業務の遂行上知り得た甲に関する機密事項を、派遣期間中はも

ちろんのこと派遣終了後においても、他人に漏らさないように指導・教育を徹底しなければなら

ない。 

 

28 権利義務の譲渡 

乙は、契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し又は承継させてはならない。 

 

29 善管注意義務 

乙は、本契約の履行にあたっては、常に善良なる管理者の注意をもってこれをなすべき責めを

負う。 

 

30 雇用の禁止等 

(1) 甲は、派遣期間中に乙の派遣労働者を雇用してはならない。 

(2) 乙は、他の労働者派遣業者から派遣を受けた派遣労働者を甲に再派遣してはならない。 

(3) 乙は、就業期間中の派遣労働者を他の派遣先へ派遣してはならない。又就業期間中の派

遣労働者が他の労働を行っている事実を知ったときは、速やかに甲に報告しなければならな

い。 

 

31 勤務状況報告 

甲は、各月の末日を締め日として、集計した派遣労働者の勤務状況を、15日以内に乙に報告

しなければならない。 

 

32 派遣代金の支払 

(1) 乙は、本仕様書31に規定する報告書に基づき、速やかに適法な請求書を作成し、甲に提

出しなければならない。 

(2) 甲は、(1) の請求書を受理した日から起算して30日以内に、乙の指定する□座に振り込み

により支払うものとする。 

(3) 派遣代金は、派遣労働者1名につき、就業時間及び超過勤務時間から算出する。 

なお、派遣代金については、別紙設計図書のとおりとする。 



 
(4) 派遣労働者が、欠勤、年次有給休暇、遅刻、早退により、本仕様書で定める当該派遣労働

者の就業日又は就業時間に就業しなかった場合、甲は、当該就業しなかった日又は時間に

相当する派遣代金を支払うことを要しないものとする。ただし、乙が代替労働者を派遣した場

合はこの限りではない。 

(5) 実労働時間については、15分単位で積算することとし、15分未満の端数は切り捨てるものと

する。 

 

33 甲の契約解除権 

乙が、次の各号に該当することとなった場合には、甲は乙に対し、書面をもって通知することに

より、契約の全部又は一部を解除することができる。 

(1) - 1 本仕様書20及び21の規定にも関わらず、乙の措置がなされなかったとき 

(1) - 2 労働者派遣法第14条第１頂の規定により一般労働者派遣事業の許可が取り消されたと

き、又は同条第2項の規定により、一般労働者派遣事業の全部又は一部の停止が命ぜら

れたとき 

(1) – 3 (1)-1,2 に掲げるものの他、労働者派遣法その他関係諸法令又は本契約に違反したと

き 

(2)  (1)の規定により契約を解除したときは、甲は、速やかにこの旨を通知しなければならない。 

(3)  (2)に基づき乙が、甲に請求する精算代金の支払いについては、本仕様書32の規定を準

用する。 

34 乙の契約解除権 

(1) 甲が、本契約に定める条項に違反したとき、又は労働者派遣法その他関係諸法令に違反し

たとき、乙は、契約の全部又は一部を解除することができる。 

(2)  (1)の規定により乙が、契約を解除しようとするときは、甲に対して解除予定日の30日前まで

に通知し、甲は、速やかに派遣を受けなくなる派遣労働者に対して、契約を解除する旨の予告

を行わなければならない。 

 

35 契約内容の変更 

甲が正当な理由を持って契約期間等を変更する場合は、文書で乙に通知し、協議するものと

する。 

 

36 疑義等の決定 

本仕様書に定めのない事項又は本仕様書に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これ

を定めるものとする。 

 

37 その他 

（1）派遣労働者の衣服については自前とするが、来客者等の対応も行うことから社会人らしい見

だしなみで業務に従事すること。 

（2）派遣労働者は、災害防止等のため特に必要と認められるときは、臨時の措置をとることとし、

その措置模様をできるだけ速やかに甲に報告すること。 



                                                                                                   別表  １  

派遣業務概要 

 
1  派 遣 就 業

場所の概要  

(1) 派遣就業場所  
横浜市立市民病院管理部総務課  

 
2  業務内容  (1) 正規職員、嘱託員、アルバイト職員の給与等計算・支給にか

かる一連の業務 

○勤務実績回収・集計・入力 

○報酬支給業務（賃金計算、交通費算定、厚生会データ提出） 

○非常勤期末手当計算、支給手続、賞与支払届作成提出、社保等

級算定提出 

○部分休・育児短時間等共済掛金入力調整 

○給与明細仕訳、送付 

○新採用者個人情報入力 

○賞与算定期間確認 

○戻入依頼・確認 

○寮費・駐車場費取り込み 

○年末調整（控除申告書配布、回収、入力、検算） 

○控除関係書類入力、督促 

○源泉徴収書徴収・督促・配布 

○住民税支払処理（個人別管理ファイル作成・運用、随時税額変

更入力、異動届・切替依頼書作成） 

○給与支払報告書作成 

○源泉データ作成、行政機関提出 

○社保支払等 

 

(2) 手当認定業務 

○扶養手当受付・認定・入力 

○児童手当請求受付、現況届 

○住居・通勤届受付・手当認定・入力 

 

(3) 衛生管理業務 

○健康診断対応 

○クイクセルバッチ管理 

○病気休暇休職者対応、システム入力 

○公務災害・通勤災害関係（受付、通知） 

○安全衛生委員会関連 

○労働災害等労基署届出関係 

 

(4) 福利厚生関係 

○厚生会・共済給付、保険証発行・氏名変更 

○厚生会保険等募集、案内 

○ベネフィットステーション関係業務（冊子配布、ポイント付与） 

○厚生会関連業務（共済ガイド配布等 

○財形貯蓄関連業務（募集受付、取りまとめ） 

○共済関連業務（検認） 

 



(5) 職員の出張旅費支払業務 

○旅費請求書類の整理、集約、作成、確認 

  

(6) 職員係雑務 

○郵便物の発送、受取 

○諸証明の受付・交付事務 

○電話対応 
 

3  注意義務  
    遵守事項  

(1) 関係法令、通知等を遵守すること。  
(2) 業務上知り得た秘密は、漏らしてはならない。また、

退職後も同様とする。  
(3) 受託職員の継続した勤務（雇用）が行われること。  

(4) 委託職員名簿を提出し、有資格者は免許証の写しを添
付すること。  

(5) 受託職員の健康管理に努め、健康診断、感染対策に関
して委託者の指示を遵守すること。  

(6) 受託業務終了の際には、委託者の指示を遵守し、円滑
に業務の引継を行うこと。  

4 その他  その他、本業務の実施に必要な事項は、委託者と受託者で  

協議する。  
 



 

横浜市立市民病院経営企画部経営企画課 経理業務等 労働者派遣仕様書 
 

１ 目 的 

本業務は、派遣先事業主（横浜市立市民病院  (以下「甲」という。)） が派遣元事業主（（以下

「乙」という。） に市民病院経営企画部経営企画課経理業務等について、労働者派遣を依頼する

ものである。 

 

２ 法の遵守 

甲及び乙は派遣契約に基づく派遣就業に関し、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派

遣労働者の保護等に関する法律（以下「労働者派遣法」という。）」及び労働基準法等その他関

係法令の規定を遵守するものとする。 

 

３ 派遣業務概要 

  別表１のとおり 

 

４ 派遣期間 

平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

 

５ 派遣就業場所 

横浜市立市民病院経営経理課 (横浜市保土ケ谷区岡沢町56番地) 

 

６ 派遣人員と就業日及び就業時間、休憩時間 

派遣人員 ２名 

就業日 月曜日から金曜日（祝日及び12月29日から１月３日までの日を除く） 

就業時間  ８：３０～１７：００（休憩時間 １２：００～１３：００） 

 

７ 時間外労働 

甲及び乙が定めた所定時間を超える超過勤務時間については25％割り増しとする。 

ただし、労働基準法に定める一日８時間又は１週40時間の法定労働時間を超えない場合は、

割り増しの対象としない。 

 

８ 交通費 

派遣就業場所への通勤に要する交通費はすべて乙が負担する。 

 

９ 派遣労働者の要件 

派遣労働者は次の要件を満たす者であること。 

(1)  経理事務の経験が3年程度あること又は日商簿記検定３級若しくは同等以上の資格を持つ

こと。 

(2)  入力ミス、計算ミスが支払遅延や過払い等に直結するため、事務処理に正確性があること。 

(3)  作業工程が多岐・複雑であるため、様々な作業フローを吸収し、作業手順を自分で組み立

てられること。 

(4)  会計システム及びエクセルへの入力等を行うため、パソコンの操作が苦でないこと。 

(5)  エクセルでグラフ作成、ピボットテーブル等の操作ができること。 

(6)  全体の業務量を把握し、会計上の期限から逆算してその日の到達目標を管理できること。 

(7)  進ちょく状況の報告、作業の不明な点についての相談など、職員との良好なコミュニケーシ

ョンが取れること。 



 
 

10 休暇 

休暇の取得に際しては経営経理課担当職員に事前の通知を要する。 

 

11 派遣労働者名簿の提出 

労働者の派遣にあたって、乙は就業開始日の７日前までに派遣労働者を決定し、派遣労働者

の名簿を提出すること 

 

12 個人情報の保護 

乙は派遣労働者が業務を履行するうえで取り扱う個人情報の保護について、個人情報を適正

に取り扱うよう指導監督するとともに、横浜市個人情報の保護に関する条例に基づく「個人情報

取扱特記事項」に基づき、研修を実施し、個人情報保護に関する誓約書(様式1)及び研修実施

報告書(様式2)を業務の開始前までに横浜市病院事業管理者に提出すること。 

なお、派遣労働者が上記条例に違反することによって、甲が損害を受けた場合、乙がその損

害を補償しなければならない。 

 

13 社会保険等への適切な加入 

乙は、労働・社会保険に加入する必要がある派遣労働者については、加入手続きを適切に行

い、被保険者となったことの確認に関する事項等を甲に通知すること。 

 

14 指揮命令者 

(1) 甲は、派遣労働者を直接指揮命令して自己の業務のために使用し、本仕様書に定める就

業条件を守って対象業務に従事させるものとし、その指揮命令者を職員係長とする。 

(2) 指揮命令者は、対象業務の処理について本仕様書に定める事項を守って、派遣労働者を

指揮命令し、対象外の業務に従事せしめないよう留意し、派遣労働者が安全、正確かつ適切

に対象業務を処理できるよう、対象業務の方法、その他必要な事項を派遣労働者に周知・指

導する。 

(3) 指揮命令者は、前項に定めた以外においても、職場維持、規律の維持のために必要な事

項を派遣労働者に指示することができる。 

(4) 甲は、指揮命令者が派遣労働者に対して行う指揮命令等により生じた事項について責任を

負う。 

 

15 派遣先責任者・派遣元責任者 

(1) 甲は、派遣先責任者を選任し、指揮命令者に本仕様書に定める事項を厳守させる等、適正

な派遣就業を図ることとする。乙は派遣先責任者の所属部署・役職・氏名等を派遣労働者に

通知する。 

(2) 乙は、その雇用する労働者(派遣事業者が法人の場合には役員を含む。) の中から、派遣

元責任者を選任し、適正な派遣就業のための措置を行うとともに、その所属部署、役職及び氏

名を派遣労働者に通知する。 

(3) 甲及び乙は、それぞれ派遣先責任者及び派遣元責任者に、派遣労働者から申し出を受け

た苦情処理、甲乙間の連絡調整その他労働者派遣法第36条及び第41条の規定する事項を

行わせる。 

 

 

 

 

 



 
16 適正な就業の確保 

(1) 乙は、派遣労働者に対し、当該指揮命令者を通知するとともに、指揮命令等に従って職場

秩序・規律を守り、適正に対象業務に従事するよう派遣労働者との雇用契約で明示するともに、

指導教育をする。 

(2) 乙は、派遣労働者が基本的人権について、正しい認識を持って業務を遂行できるよう人権

啓発に係る研修を行うものとする。 

(3) 甲は、セクシャルハラスメントの防止等、適切な就業環境の維持に努めなければならない。 

 

17 安全及び衛生に関する事項 

甲は、労働安全衛生法の趣旨に沿って快適な作業環境の保持に努めるものとする。 

乙は、派遣労働者の健康管理に務め、次の健康診断及び検診等を行うこと。 
 

項目 実施時期 対象者 甲への報告 
健康診断 採 用 時 及

び年１回 
従事者全員 乙は胸部 X 線撮影結果の所見の

有無（所見有の場合はその内容）

について、甲へ報告 

また、感染症の恐れがあるなど、病院における勤務に支障があることが判明した時は、直

ちに甲へ報告するとともに必要な措置を講じること。 
 

18 苦情処理等 

(1) 甲が派遣労働者から派遣就業に関して苦情の申し出を受けた場合には、派遣先責任者は、

ただちに当該苦情を適切かつ迅速に処理するものとし、乙及び派遣元責任者はこれに協力

する。 

(2) 乙が派遣労働者から派遣就業に関して苦情の申し出を受けた場合には、(1)の規定を準用

する。 

(3) (1)、(2) の規定による派遣労働者からの苦情について、本人あてに回答又は通知をするとき

は、必ず苦情の申し出を受けた者が責任をもって行うものとし、甲及び乙は、苦情を申し出たこ

とを理由として当該派遣労働者に不利益な取り扱いをしてはならない。 

 

19  労働者派遣契約の解除に当たって講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るための措置 

(1)甲は、専ら甲に起因する事由により、労働者派遣契約の契約期間が満了する前の解除を行

おうとする場合には、乙の合意を得ることはもとより、あらかじめ相当の猶予期間をもっ

て乙に解除の申入れを行うこととする。 

(2)乙及び甲は、労働者派遣契約の契約期間が満了する前に派遣労働者の責に帰すべき事由に

よらない労働者派遣契約の解除を行った場合には、当該労働者派遣契約に係る派遣労働者

の新たな就業機会の確保を図ることとする。 

(3)甲は、甲の責に帰すべき事由により労働者派遣契約の契約期間が満了する前に労働者派遣

契約の解除を行おうとする場合には、派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとし、

これができないときには、少なくとも当該労働者派遣契約の解除に伴い乙が当該労働者派

遣に係る派遣労者を休業させること等を余儀なくされたことにより生じた損害の賠償を行

わなければならないこととする。例えば、乙が当該派遣労働者を休業させる場合は休業手

当に相当する額以上の額について、乙がやむを得ない事由により当該派遣労働者を解雇す

る場合は、甲による解除の申入れが相当の猶予期間をもって行われなかったことにより乙

が解雇の予告をしないときは30日分以上、当該予告をした日から解雇の日までの期間が30

日に満たないときは当該解雇の日の30日前の日から当該予告の日までの日数分以上の賃金

に相当する額以上の額について、損害の賠償を行わなければならないこととする。その他

甲は乙と十分に協議した上で適切な善後処理方策を講ずることとする。また、乙及び甲の



 
双方の責に帰すべき事由がある場合には、乙及び甲のそれぞれの責に帰すべき部分の割合

についても十分に考慮することとする。 

(4)甲は、労働者派遣契約の契約期間が満了する前に労働者派遣契約の解除を行おうとする場

合であって、乙から請求があったときは、労働者派遣契約の解除を行った理由を乙に対し

明らかにすることとする。 

 

20 派遣労働者の変更等 

（１） 甲は、以下のいずれかの事情が発生した場合は、その理由を示して、派遣労働者の変更を

求めることができるものとする。 

ア 業務処理に必要な要件を著しく欠いているとき。 

イ 指揮命令に従わないとき。 

ウ 正当な理由なく作業を著しく遅延し、または作業に着手しないとき。 

エ 作業状況が著しく誠意を欠くと認められるとき。 

  (2) 乙は、前項の求めがあったときは、速やかに当該派遣労働者を変更しなければならない。 

（3） 乙及び派遣労働者の都合により派遣労働者を変更する場合には、乙は原則３０日前までに

甲に通知するとともに、確実な事務引継を行い、以降の業務に支障が生じないよう措置を講じ

ること。 

なお、この場合の経費負担は、乙が負うものとする。 

  （4） 乙は、派遣期間内において派遣労働者の変更が発生した場合、速やかにその変更理由を

文書にて甲に提出・報告すること。 

なお、その事由が乙の責による場合は、その原因究明に努め、再発防止対策を図るものと

する。 

（5） 甲は、その文書の内容について精査し、本仕様書に記載された業務を乙が円滑に遂行で

きないと判断した場合、契約の全部又は一部を解除することができる。 

 

21 代替派遣労働者の派遣 

派遣労働者が、欠勤、年次有給休暇、遅刻、早退により、本仕様書で定める当該派遣労働者

の就業日又は就業時間に就業しない場合、乙は原則として業務の運営上必要な代替労働者を

派遣するものとする。 

 

22 勤務管理 

派遣先責任者は、派遣労働者の出勤簿等を備え付け、就業日ごとに就業状況を把握しなけれ

ばならない。 

 

23 管理台帳の作成 

(1) 甲は、労働者派遣法第42条に規定する派遣先管理台帳を作成しなければならない。 

(2) 乙は、労働者派遣法第37条に規定する派遣元管理台帳を作成しなければならない。 

 

24 損害賠償 

(1) 乙は、対象業務の実施に関し、自己又は派遣労働者の故意又は過失により、甲又は第三者

に対して損害を与えた場合は、ただちに甲に報告するとともに、甲又は第三者に対し、その損

害を賠償しなければならない。ただし、天災その他自己の責めに帰することのできない事由に

より生じた損害についてはこの限りではない。 

(2) (1) に規定する損害のうち、第三者に対する損害の発生に際し、甲にも過失が認められる場

合においては、甲乙共同してその損害を賠償するものとし、その賠償に要する経費負担は、甲

乙協議してこれを定めるものとする。 

 



 
25 業務上災害等 

(1) 乙は、派遣就業に伴う派遣労働者の業務上災害及び通勤災害については、労働基準法

（昭和22年法律第49号） 第8章で定める使用者の責任並びに労働者災害補償保険法（昭和

22年法律第50号）及び労働保険の保険料の徴収に関する法律(昭和44年法律第84号) で定

める事業主の責任を負う 。 

(2) 甲は、乙の行う(1)の手続きについて、必要な協力をしなければならない。 

(3)  (1)、(2) に定める他法令に特段の定めがある場合には、これに従うものとする。 

 

26 派遣労働者の個人情報及び個人の秘密の保護 

(1) 乙が、甲に提供できる派遣労働者の個人情報は、当該派遣労働者の氏名、その他労働派

遣法第35条に規定する事項及び業務遂行能力に関する情報に限るものとする。 

(2) 甲及び乙は、正当な事由なく、業務上知り得た派遣労働者の個人情報及び個人の秘密を

他人に漏らしてはならない。 

 

27 機密保持 

(1) 乙は、派遣労働者を通じて知り得た甲の機密事項を、派遣期間中はもちろんのこと派遣終

了後においても他人に漏らし又は他の目的に利用してはならない。（個人情報取扱特記事項

及び電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項を順守） 

(2) 乙は、派遣労働者に対し、業務の遂行上知り得た甲に関する機密事項を、派遣期間中はも

ちろんのこと派遣終了後においても、他人に漏らさないように指導・教育を徹底しなければなら

ない。 

 

28 権利義務の譲渡 

乙は、契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し又は承継させてはならない。 

 

29 善管注意義務 

乙は、本契約の履行にあたっては、常に善良なる管理者の注意をもってこれをなすべき責めを

負う。 

 

30 雇用の禁止等 

(1) 甲は、派遣期間中に乙の派遣労働者を雇用してはならない。 

(2) 乙は、他の労働者派遣業者から派遣を受けた派遣労働者を甲に再派遣してはならない。 

(3) 乙は、就業期間中の派遣労働者を他の派遣先へ派遣してはならない。又就業期間中の派

遣労働者が他の労働を行っている事実を知ったときは、速やかに甲に報告しなければならな

い。 

 

31 勤務状況報告 

甲は、各月の末日を締め日として、集計した派遣労働者の勤務状況を、15日以内に乙に報告

しなければならない。 

 

32 派遣代金の支払 

(1) 乙は、本仕様書31に規定する報告書に基づき、速やかに適法な請求書を作成し、甲に提

出しなければならない。 

(2) 甲は、(1) の請求書を受理した日から起算して30日以内に、乙の指定する□座に振り込み

により支払うものとする。 

(3) 派遣代金は、派遣労働者1名につき、就業時間及び超過勤務時間から算出する。 

なお、派遣代金については、別紙設計図書のとおりとする。 



 
(4) 派遣労働者が、欠勤、年次有給休暇、遅刻、早退により、本仕様書で定める当該派遣労働

者の就業日又は就業時間に就業しなかった場合、甲は、当該就業しなかった日又は時間に

相当する派遣代金を支払うことを要しないものとする。ただし、乙が代替労働者を派遣した場

合はこの限りではない。 

(5) 実労働時間については、15分単位で積算することとし、15分未満の端数は切り捨てるものと

する。 

 

33 甲の契約解除権 

乙が、次の各号に該当することとなった場合には、甲は乙に対し、書面をもって通知することに

より、契約の全部又は一部を解除することができる。 

(1) - 1 本仕様書20及び21の規定にも関わらず、乙の措置がなされなかったとき 

(1) - 2 労働者派遣法第14条第１頂の規定により一般労働者派遣事業の許可が取り消されたと

き、又は同条第2項の規定により、一般労働者派遣事業の全部又は一部の停止が命ぜら

れたとき 

(1) – 3 (1)-1,2 に掲げるものの他、労働者派遣法その他関係諸法令又は本契約に違反したと

き 

(2)  (1)の規定により契約を解除したときは、甲は、速やかにこの旨を通知しなければならない。 

(3)  (2)に基づき乙が、甲に請求する精算代金の支払いについては、本仕様書32の規定を準

用する。 

34 乙の契約解除権 

(1) 甲が、本契約に定める条項に違反したとき、又は労働者派遣法その他関係諸法令に違反し

たとき、乙は、契約の全部又は一部を解除することができる。 

(2)  (1)の規定により乙が、契約を解除しようとするときは、甲に対して解除予定日の30日前まで

に通知し、甲は、速やかに派遣を受けなくなる派遣労働者に対して、契約を解除する旨の予告

を行わなければならない。 

 

35 契約内容の変更 

甲が正当な理由を持って契約期間等を変更する場合は、文書で乙に通知し、協議するものと

する。 

 

36 疑義等の決定 

本仕様書に定めのない事項又は本仕様書に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これ

を定めるものとする。 

 

37 その他 

（1）派遣労働者の衣服については自前とするが、来客者等の対応も行うことから社会人らしい見

だしなみで業務に従事すること。 

（2）派遣労働者は、災害防止等のため特に必要と認められるときは、臨時の措置をとることとし、

その措置模様をできるだけ速やかに甲に報告すること。 



                                                                                                   別表  １  

派遣業務概要 

1  派 遣 就 業
場所の概要  

(1) 派遣就業場所  
横浜市立市民病院経営企画部経営企画課  

 
2  業務内容  (1)  予算執行管理業務 

○支払伝票・照査票・発注伺（物品調達票）の入力・印刷 

○支払関係書類(見積書、請書、請求書等)の記載内容確認 

○病院経営課出納担当へ書類を送付する際の印漏れ確認 

○返却された支出済み書類の整理 

○支払関係書類ファイリング等 

 

(2) 収入関係業務 

 ○振替伝票の入力・印刷 

 〇納付書・納入通知書の作成・発行・送付 

 〇銀行提出書類（納付書金額連絡票、税金・公共料金等納付 

依頼書、払戻請求書等）の作成 

〇銀行パンチ入力票と納入済通知書の突合・整理 

○納入済通知書の収納入力・整理 

○日計簿の入力 

〇入金機オンラインシステムを使用した銀行口座入金処理 

 〇入金機への現金入金及びレシートの整理 

 〇収納関係書類ファイリング等 

 

(3) 会議・統計資料作成補助 

○会議で使用する週報等(患者数、稼働率、手術件数等)の作成 

 

(4) データ入力補助  

○分析を行うデータの入力作業  

 

(5) 経営企画課の庶務・労務 

○職員の勤務実績(超過勤務、休暇等)の集計 

○職員の出張旅費請求書作成 

○研修参加者のとりまとめ 

○紙文書の回覧及び整理 

〇電話対応 

3  注意義務  

    遵守事項  

(1) 関係法令、通知等を遵守すること。  
(2) 業務上知り得た秘密は、漏らしてはならない。また、

退職後も同様とする。  

(3) 受託職員の継続した勤務（雇用）が行われること。  
(4) 委託職員名簿を提出し、有資格者は免許証の写しを添

付すること。  

(5) 受託職員の健康管理に努め、健康診断、感染対策に関
して委託者の指示を遵守すること。  

(6) 受託業務終了の際には、委託者の指示を遵守し、円滑
に業務の引継を行うこと。  

4 その他  その他、本業務の実施に必要な事項は、派遣先事業者と派
遣元事業主で協議する。  
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